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は じ め に
生乳・牛乳・乳製品市場においては，2001年度か
ら「新不足払い法」下における制度になった。しか
し，政府による市場介入の後退の影響は小さいと考
えらる。需給調整の面で政府への依存が相対的に小
さかったためである。生産者・単協が牛乳・乳製品
を独自に販売することは困難であることに加え，計
画生産には当初から生産者団体としてとりくみ，過
剰はメーカーが乳製品の在庫として保管している。
しかし今後，生乳・牛乳・乳製品市場においても，
生産者プラントの増加，広域指定団体間の競争激化，
時期的・地域的な需給ギャップの拡大などによって，
販売形態の多様化が進み，新たな需給調整の方法が
必要となってくると考えられる。
こうした問題意識の下，本論文では，2000年代初
頭における，ホクレンによる生乳共販の動向と課題
を，用途別販売の動向と脱脂粉乳の過剰在庫対策の
検討を通して明らかにすることを目的とする。
１．加工原料乳・乳製品市場の動向
１）制度改革の内容と実態
加工原料乳・乳製品市場における制度改革によっ
て，価格安定のためのそれまでの各種の制度が廃止
され，価格は当事者間で市場実勢を反映して形成さ
れることになった。バターや脱脂粉乳などの指定乳
製品については，安定指標価格が廃止された。また，
加工原料乳については，保障価格と基準取引価格が
廃止され，生産者補給金については，助成単価が前
年度の助成単価×生産コストなどの変動率で算定さ
れることになった。
こうした制度改革の直後，乳製品市場において，
需給実勢を反映した価格形成はおこなわれていな
かった。
まず図１のように，バターについては，2000年度
以降，年度末在庫量が大幅に減少したが，価格は１
kg当たり950円前後でほとんど変化していない。バ
ター市場においては，1980年代以降も，在庫量に応
じて価格が比較的敏感に反応した。たとえば1991～
93年度の過剰期において価格の下落がみられた。し
かし，それ以降は安定して推移していた。
つぎに図２のように，脱脂粉乳については，2000
年度以降，年度末在庫が大幅に増加していたにもか
かわらず，価格はほとんど下落していなかった。年
度末における在庫量は，2000年度以降増加し，2002
年度には８万800tにまで達した。しかし，価格は25
kg当たり１万3,600円程度で，ほとんど下落してい
ない。乳製品の過剰が問題となった1978～1981年度
に，価格が大幅に下落したのとは大きく違っている。
このように乳製品市場においては，価格は比較的
硬直的であり，過剰が生じても価格下落では需給が
調整されないことがある。そのため，過剰在庫に関
しては何らかの対策が必要となっていた。
２）脱脂粉乳の需給・価格動向
2000年以降の脱脂粉乳の過剰は，その需要量が大
幅に減少したことが最大の要因であった。図３は，
脱脂粉乳の需給動向をみたものである。脱脂粉乳の
需要量は，ピークの1996年度の22万5,600tから
2001年度は17万500tにまで大幅に低下し，02年
度にはわずかに増加したが，17万3,600tにとど
まった。こうした大幅な需要量の減少に対して，供
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図1 バターの在庫量と大口需要者向け販売価格の推移
資料：『日刊酪農乳業速報 資料特集』。
注：在庫量は各年度３月末の数量である。
図2 脱脂粉乳の在庫量と大口需要者向け販売価格の推移
資料：『日刊酪農乳業速報 資料特集』。
注：在庫量は各年度３月末の数量である。
図3 脱脂粉乳の需給動向
資料：『日刊酪農乳業速報 資料特集』。
給量の削減が追いつかず，年度末在庫の増加量は，
2000年度で１万2,300t，2001年度で１万8,100と
いう膨大な量となった。
脱脂粉乳の需要量の減少の要因は，加工乳・乳飲
料の消費量が大きく落ち込んだことであった。表１
は，脱脂粉乳の用途別消費量をみたものである。加
工乳用の脱紛の消費量については，1998年度から
2001年度にかけて，３万3,100tから9,400tにま
で減少しており，乳飲料用についは，５万800tから
３万2,900tにまで減少した。
脱脂粉乳の過剰は，時期的な需給ギャップが拡大
したことも，その要因であった。図４は，脱脂粉乳
の2000～2002年度における月別の需給・価格をみた
ものである。脱脂粉乳の需給は，夏場は需要が超過
となり，冬場は供給が超過となる。脱脂粉乳の需要
量の減少傾向に対して，とくに冬場の供給が多くな
ることが，脱脂粉乳の年度末在庫の増加に結びつい
ていた。
月別の需給変動の中でも，脱脂粉乳の価格は，年
間を通じて大きな変化はなく，１万3,600円前後で
推移していた。過剰が本格化した2002年に入ってか
らも下落幅は小さく，2001年12月に１万3,636円
であったものが，2003年３月には１万3,555円へと
わずか80円程度の下落にとどまっていた。
脱脂粉乳の過剰は，特定乳製品向の出荷が多いホ
クレンの生乳共販に大きな影響をおよぼす。そこで
以下では，ホクレンの生乳共販について，用途別販
売の動向，脱脂粉乳の過剰在庫対策に着目する。表
２のように，2002年度におけるホクレンの販売乳量
368万 tのうち，特定乳製品向は178万4,000tと
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表1 脱脂粉乳の用途別消費量 （単位：t)
1998年度 1999年度 2000年度 2001年度
加 工 乳 33,100 28,200 16,200 9,400
乳 飲 料 50,800 49,800 36,600 32,900
はっ酵乳・乳酸菌飲料 59,900 61,400 58,800 58,000
アイスクリーム類 6,380 9,000 7,900 7,600
飲 料 9,900 10,000 13,700 14,500
マ ー ガ リ ン 類 7,260 3,500 5,200 4,600
調 理 食 品 5,500 6,600 2,700 2,900
パ ン 類 11,440 12,700 11,900 10,400
菓子・デザート類 9,240 8,300 8,500 7,700
乳等主要原料食品 0 3,300 3,300
そ の 他 23,100 26,100 22,600 17,700
小 売 業 3,300 400 1,500 1,500
合 計 220,000 216,000 188,900 170,500
資料：農畜産業振興事業団『主要乳製品の流通実態調査報告書』。
図4 脱脂粉乳の在庫量と大口需要者向け販売価格の推移（月別)
資料：農畜産業振興事業団『畜産の情報（国内編）』。
注１：供給量＝生産量＋輸入量，需要量＝出回り量。
２：出回り量＝前月の期末在庫量＋当月の生産量＋当月の輸入量＋当月の期末在庫量。
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なっており，全国の87.1％を占めていた。
２．ホクレンによる生乳の用途別販売の現状
１）用途別販売の動向
ホクレンによる生乳の販売数量は，図５のように，
1990年代に増加傾向をたどり，2000年度は一時的に
減少したが，その後の生乳生産の増加を受けて，2001
年度，2002年度にかけてふたたび増加した。
生乳の用途別販売については，飲用乳とチーズ原
料乳の比率が安定的に推移する中で，加工原料乳か
ら生クリーム等向に置き換わっていることが特徴で
ある。加工原料乳の比率は，1990年代初めには65％
程度であったが，94年度より低下し，2000年度以降
は50％を下回っている。生クリーム等向は1990年
代後半に上昇し，2000年度以降は20％程度となって
いる。なお，飲用乳は1994年度以降，20％前後となっ
ている。
2000～2001年度について，用途別販売の月別の動
向をみたのが，図６である。2000年度と2001年度と
を比較してみよう。販売数量については，2001年度
７月以降，前年度同月を上回るようになった。しか
し，こうした販売量の増加分は，飲用向の増加には
結びつかずに，2001年９月以降，飲用向への販売量
は前年度を下回り，特定乳製品向が前年度を上回る
ようになった。このように，冬場に特定乳製品向が
多くなったことが，脱脂粉乳の過剰の供給面での要
表2 指定団体別にみた用途別販売乳量（2002年度) （単位：千 t，％)
合 計 飲用牛乳向 はっ酵乳等向 特定乳製品向 生クリーム等向 チーズ向
ホ ク レ ン 3,680 844 62 1,784 714 276
東北生乳販連 743 583 58 68 29 4
関東生乳販連 1,389 1,164 124 78 22 0
大島・八丈島 1 0 0 0 0 0
北 陸 酪 連 145 142 0 2 0 0
東 海 酪 連 509 452 31 20 5 2
近畿生乳販連 112 111 0 1 0 0
兵庫県酪連 143 139 3 1 0 0
中国生乳販連 342 289 38 11 4 0
四国生乳販連 174 150 10 10 5 0
九州生乳販連 752 598 54 72 27 1
合 計 7,990 4,473 380 2,047 806 283
資料：中央酪農会議資料。
図5 ホクレンによる生乳の用途別販売数量・比率の推移
資料：ホクレン資料，中央酪農会議資料。
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因の一つであったと考えられる。
2001年度から2002年度への変化をみると，販売
数量が，毎月，前年度同月の数量を上回る中で，と
くに９月以降，道外移出の増加を受けて飲用向の数
量が増加した。特定乳製品向は，ほぼ前年度同月と
同じ数量だけ仕向けられた。
北海道において，夏場に府県への生乳・牛乳の移
出を増加させるために生産を拡大することは，冬場
の特定乳製品向の増加に結びつく。脱脂粉乳の需要
が減少した中で，北海道が生乳生産を増加させてい
くためには，脱脂粉乳の需要を拡大し，特定乳製品
向の数量を確保する必要があった。
２）用途別原料乳価とプール乳代
表３は，ホクレンによる用途別原料乳価の推移を
みたものである。その特徴は，①加工向の価格が大
幅に低下していること，②飲用向の価格については，
道内外とも変化がないこと，③生クリーム等向の価
格についても大きな変化がないこと，④チーズ向の
価格については，ゴーダ・チェダー向の上昇が比較
的大きいことである。
以上のような，用途別販売比率と用途別価格が
図6 ホクレンによる生乳の用途別販売（月別)
資料：中央酪農会議資料，ホクレン資料。
表3 ホクレンの用途別原料乳価
1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度
加 工 向 62.39 60.38 60.02 59.58 58.89 58.89
道 内 飲 用 向 95.90 95.90 95.90 95.90 95.90 95.90
学 校 給 食 向 86.79 86.79 86.79 86.79 83.95 83.95
醗 酵 乳 等 向 75.75 75.75 75.75 75.75 75.75 75.75
北 東 北 向 95.90 95.90 95.90 95.90 95.90 95.90
南 東 北 向 81.59 81.59 81.59 81.59 81.59 81.59
道外飲用向
関 東 以 西 向 75.78 75.78 75.78 75.78 75.78 75.78
生 乳 向 (着価格) 94中心 94中心 94中心 94中心 94中心 94中心
Ｌ Ｌ 向 上記の各飲用向価格より５年の引き下げ
実71.00 実70.00 実70.00 実70.00 実70.00 生クリーム68.00
生クリーム等向 拡62.39 拡62.39 拡63.45 拡63.45 拡63.45 濃縮乳 70.00生クリーム
等向 脱脂濃縮乳63.45
そ の 他 向 75.75 75.75 75.75 75.75 75.75 75.75
ゴーダ・チェダー向 35.00 36.50 37.30 39.00 40.00 40.00
チーズ向け
そ の 他 向 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00
資料：ホクレン「ホクレン指定団体情報」。
注：生クリーム向等の「実」は実績分，「拡」は拡大分のことである。
101新不足払い法下における生乳共販の動向と課題
プール乳代にどのように反映していたのかをみてみ
よう。図７のように，乳業メーカーからの代金の受
取額である「受取乳代」は，1997年度の74.11円か
ら2001年度の73.60円へと0.51円の低下となって
いるが，比較的維持されていた。
そこで，1997年度と2001年度を比較してみる。そ
の内訳をみたのが，表４である。「受取乳代」は，「基
準成分乳代」と「成分スライド乳代」（乳脂肪分，無
脂乳固形分）で構成される。成分スライド乳代につ
いては，4.63円から4.96円へと0.33円の上昇と
なっており，成分面での改善が進んだことが，受取
乳代が維持された大きな要因であった。
つぎに，基準成分乳代の変化については，1997年
度の69.47円から68.60円へと0.87円の低下と
なっている。生クリーム向けの比率の上昇は，加工
向けの比率を低下させたという意味で，共計価格の
維持につながった。また，チーズの価格上昇が引き
上げに貢献した。
ところで生乳の道外移出は，飲用向けの比率を高
め，共計単価を引き上げることになる。他方，道外
移出は，移出経費の増大によって共販経費の引き上
げにつながる。そこで2002年度における月別の平均
図7 ホクレンによるプール乳代の内訳
資料：ホクレン「ホクレン指定団体情報」。
注：受取乳代＝乳業メーカーからの受取代金，
支払乳代＝受取乳代－量差金・共販経費等，
プール乳代＝支払乳代＋補給金・補助金など＋払戻分。
表4 ホクレンによる生乳共販の受取乳代
（単位：千 t，％，円/kg)
1997年度 2001年度
販売乳量 単価 販売乳量 単価
加 工 向 1,842 (53.4) 63.40 1,738 (48.9) 61.83
チ ー ズ 向 276 ( 8.0) 39.78 296 ( 8.3) 43.67
飲 用 向 724 (21.0) 94.20 714 (20.1) 93.05
学 校 給 食 向 22 ( 0.6) 91.13 20 ( 0.6) 88.15
は っ 酵 向 41 ( 1.2) 79.54 55 ( 1.5) 79.54
生クリーム等向 544 (15.8) 70.51 730 (20.5) 69.56
基 準 成 分 乳 代 3,449 (100 ) 69.47 3,553 (100 ) 68.60
成分スライド乳代 － 4.63 － 4.96
受 取 乳 代 － 74.10 － 73.57
資料：ホクレン「ホクレン指定団体情報」。
注１：単価は税込みの金額である。
２：単価は速報値から算出したため，図７と若干異なる。
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販売単価（基準成分）と共販経費をみたのが，図８
である。夏期における飲用向けの比率上昇によって，
平均販売単価は４月の68円程度から９月には５円
程度高くなり，72.80円まで上昇している。これに対
して，移出経費の増加による共販経費の増加は２円
程度であり，生乳の道外移出は，結果としてプラス
になった。
３．ホクレンによる脱脂粉乳の過剰在庫対策
脱脂粉乳の過剰在庫の解消を図るために，2002年
度に「乳製品過剰在庫解消対策」が実施された。北
海道における生乳生産が，2001年度下期から増産が
進み，その後も増産がめざされた中で，脱脂粉乳の
過剰在庫によって，生乳生産を削減せざるをえなく
なる可能性もあった。これを避けるためにも，脱脂
粉乳の過剰在庫の早期解消が不可欠であった。
この「対策」は，「北海道生乳生産安定化対策事業」
の一部として実施された。「安定化対策事業」とは，
1996年度から実施されているもので，当初の目的
は，北海道の生乳が過剰となったときに，販売が不
可能となった生乳を脱脂粉乳，バターに委託加工し，
調整保管することで，大幅な減産を避けることで
あった。このために，北海道における全酪農家が生
乳１kg当たり80銭を拠出し，この積み立てによっ
てこうした費用をまかなうというものであった。た
だし，この積立金に残額が出たら，年度ごとに生産
者に払い戻すことになっていた。
需給調整を実施する場合，一つには，委託加工・
調整保管がある。もう一つは，減産がある。減産よ
りも，脱脂粉乳・バターへの委託加工・調整保管の
ほうが産地にとっては負担が少ない。委託加工の際，
委託加工費を積み立てておかなければ，委託加工が
発生した際の支払い乳代は大きく低下し，酪農経営
を圧迫することになる。そこで拠出金を積み立てて
おき，年間で負担することによって，支払乳代への
影響を軽減しようとした。この対策は，こうした委
託加工に至る前に，乳業メーカーが持つ脱脂粉乳の
在庫自体を減少させることに生産者団体として取り
組み，生乳の生産量を確保しようとしたものであっ
た。
図９は，過剰対策の仕組みを示したものである。
全農が販売窓口となって，脱脂粉乳の製造メーカー
から脱脂粉乳を買上げ，これを脱脂粉乳の実需者に，
輸入調製品需要に置き換えて販売した。輸入調製品
とは，脱脂粉乳に砂糖・小麦粉・デキストリンなど
にを混ぜた調製品であり，飲料や製菓などで使うの
に輸入されているものである。図10のように，全農
による売買において，脱脂粉乳の市価は１kg当たり
520円程度で，輸入調整品の市価は300円程度なの
で，売買によって大きな差損がでてしまう。そこで
全農が，買上げるときは市価より安価に買上げ，売
り渡すときは輸入調整品の市価よりも高値で販売す
ることによって，差損を小さくする。脱脂粉乳の製
造メーカーにとってみれば，市価より安く全農に販
売することになるので，この部分が製造メーカーの
負担となる。脱脂粉乳の実需者にとってみれば，輸
図8 ホクレンによる生乳の平均単価と共販経費（2002年度)
資料：ホクレン「ホクレン指定団体情報」。
注：単価は基準成分。
103新不足払い法下における生乳共販の動向と課題
入調製品よりも高値で全農から購入することになる
ので，実需者の協力が必要となる。このように，脱
紛の生産者と需要者にも協力・負担してもらい，な
るべく安価で買上げ，なるべく高値で販売しても生
ずる差額について，「安定対策事業」からの拠出金に
よって補うというものである。
こうした対策によって，乳業メーカーがかかえて
いる脱脂粉乳在庫のうち，5,000tを全農が買入れ・
販売した。売買の差額については，脱脂粉乳１kg当
たり60円程度を支出した。事業費は２億7,300円で
あった。こうした対策を実施したことによって，脱
脂粉乳5,000t見合い分の生乳量（約６万5,000t）
が2003年度指定団体別目標数量に加算され，北海道
における生乳生産の増加を確保した。
お わ り に
生乳・牛乳・乳製品市場においては，規制緩和を
内容とする制度改革があったが，価格による需給調
整は十分には機能していない。そのため，脱脂粉乳
が過剰となっても，価格の下落で解消されることに
はならない。こうした乳製品の過剰は，乳業メーカー
における在庫増加として発現する。従来，生乳の産
地としては，減産によって過剰を回避し，産地とし
て乳製品の在庫をもつことはあっても，乳業メー
カーの在庫そのものを減少させる対策はとってこな
かった。
今後，都府県における生乳生産が減少していく中
で，都府県で不足する生乳を北海道からの移出でま
かなっていくことになる。これは北海道にとっても
図9 脱脂粉乳過剰在庫対策
資料：北農中央会資料を一部修正して作成。
図10 全農による脱脂粉乳の売買
資料：北農中央会資料を一部修正して作成。
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飲用向けの比率を高めることになり，望ましいこと
といえる。しかし，北海道における増産で，都府県
での夏場の飲用向け需要に対応することになれば，
北海道の冬場の生乳生産が相対的に過剰となり，脱
脂粉乳などの過剰につながる可能性もある。
北海道において生乳生産を拡大を確保するために
は，乳製品の需要拡大に対して，ホクレンが関与す
る必要性が出てきたため，脱脂粉乳の過剰対策が実
施された。こうした対策は，生乳・牛乳・乳製品市
場における全体需給の調整の新たな方法として評価
できる。
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